
定住自立圏の形成に関する協定書 

 

刈谷市（以下「甲」という。）及び知立市（以下「乙」という。）は、定住自立

圏の形成に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、中心市宣言（定住自立圏構想推進要綱(平成２０年１２月

２６日総行応第３９号総務事務次官通知)第４の規定によるものをいう。）を行

った甲と甲が行った中心市宣言に賛同した乙が、相互に役割を分担して生活の

安心感及び利便性の向上に資する都市機能及び生活機能の充実を図り、圏域全

体のつながりを強め、並びに郷土への魅力及び誇りを創出することにより、豊

かに暮らすことができる圏域を形成することを目的とする。 

（基本方針） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するために定住自立圏を形成し、

及び別表に掲げる分野の取組において相互に役割を分担して連携を図り、共同

し、又は補完し合うこととする。 

（事務執行に当たっての連携及び協力並びに費用負担） 

第３条 前条の取組を推進するため、甲及び乙は、相互に役割を分担して連携し、

又は協力して事務の執行に当たるものとする。 

２ 前項の事務執行に当たり必要な費用が生じるときは、相互の受益の程度を勘

案し、その都度甲及び乙が協議して負担割合を定めるものとする。 

（協定の期間） 

第４条 この協定の期間は、令和３年４月１日から令和１３年３月３１日までと

する。 

（協定の変更） 

第５条 この協定の規定を変更しようとする場合は、甲及び乙が協議し、双方の

合意の上、議会の議決を得るものとする。 

（協定の廃止） 

第６条 甲及び乙は、第４条に規定する期間満了前にこの協定を廃止しようとす

る場合は、議会の議決を得た上でその旨を相手方に通告するものとする。 



 

２ 前項の規定による通告は、書面によって行い、議会の議決書の写しを添付す

るものとする。 

３ この協定は、第１項の規定による通告があった日から起算して２年を経過し

た日にその効力を失う。ただし、通告があった日から起算して２年を経過する

日より前に協定期間が満了する場合は、当該期間満了日にその効力を失う。 

（疑義の解決） 

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定の規定に関し疑義が生じた事

項については、甲及び乙が協議の上、定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲及び乙がそれぞれ記

名押印の上、各１通を保有する。 

 

令和３年４月１日 

 

甲 刈谷市東陽町一丁目１番地 

刈谷市 

刈谷市長 稲 垣  武 

 

乙 知立市広見三丁目１番地 

知立市 

知立市長 林  郁 夫 



別表（第２条関係） 

分野 取組 取組の内容 甲の役割 乙の役割 

生
活
機
能
の
強
化
に
関
す
る
分
野 

医
療
健
康 

病診連携の

推進 

中核医療機関と圏域内

の診療所等との連携を

強化することにより、

医療環境等の充実を図

る。 

甲は、病診連携等の取

組に対し、必要な支援

を行う。 

乙は、甲と連携して、

病診連携等の取組に対

し、必要な支援を行う。 

福
祉 

福祉サービ

スの連携の

推進 

甲及び乙が連携し、障

害者及び高齢者に対す

る福祉サービス並びに

子育て支援の充実を図

る。 

甲は、乙と連携して、

圏域の障害者及び高齢

者に対する福祉サービ

ス並びに子育て支援の

質的向上に必要な事業

を実施する。 

乙は、甲と連携して、

圏域の障害者及び高齢

者に対する福祉サービ

ス並びに子育て支援の

質的向上に必要な事業

を実施する。 

教
育
文
化 

博物館等の

入館の促進 

博物館等にて開催する

企画展のＰＲを相互に

行うことにより、圏域

住民の文化活動の活性

化を図る。 

甲は、乙と連携して、

それぞれが設置する博

物館等にて開催する企

画展のＰＲを行う。 

乙は、甲と連携して、

それぞれが設置する博

物館等にて開催する企

画展のＰＲを行う。 

特別支援学

校の運営 

特別支援学校におい

て、個々の状況に合わ

せた専門的な障害児教

育を行うとともに、関

係機関と連携し、圏域

内の特別支援教育の充

実を図る。 

甲は、乙及び関係機関

と連携して、特別支援

学校の運営を行う。 

乙は、甲と連携して、

特別支援学校の運営に

対し、必要な支援を行

う。 

大学連携講

座の開催 

大学連携講座を開催

し、圏域住民の知識の

習得を促進するととも

に、圏域住民の交流の

活性化を図る。 

甲は、甲の開催する大

学連携講座について、

乙に在住し、在勤し、

又は在学する者が受講

できるようにする。 

乙は、甲の開催する大

学連携講座について、

乙に在住し、在勤し、

又は在学する者に対し

て周知し、受講の促進

を図る。 

そ
の
他 

火葬施設の

相互利用 

火葬施設について相互

援助することにより、

緊急時における火葬業

務の円滑化を図る。 

甲は、乙と連携して、

火葬施設が災害や故障

により使用不可となっ

た場合に相互利用がで

きるようにする。 

乙は、甲と連携して、

火葬施設が災害や故障

により使用不可となっ

た場合に相互利用がで

きるようにする。 



結
び
つ
き
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化
に
関
す
る
分
野 

公
共
交
通 

行政バスの

広域利用の

推進 

行政バス等の乗換拠点

等を整備し、圏域内の

移動しやすい路線網を

構築することにより、

利用者の利便性の向上

を図る。 

甲は、乙と連携して、

主要な施設等への乗り

入れ又は結節拠点の整

備について検討を行

う。 

乙は、甲と連携して、

主要な施設等への乗り

入れ又は結節拠点の整

備について検討を行

う。 

観
光 

広域観光事

業の推進 

甲、乙及び観光協会等

が連携し、圏域の観光

案内及び地元物産品等

のＰＲを行うことによ

り、観光の振興を図る。 

甲は、乙と連携して、

圏域の地域活性化を推

進するため、圏域の魅

力発信、観光情報発信

等を実施する。 

乙は、甲と連携して、

圏域の地域活性化を推

進するため、圏域の魅

力発信、観光情報発信

等を実施する。 

そ
の
他 

道路及び河

川の整備の

推進 

圏域の道路及び河川の

整備に関する協議を行

い、圏域生活の利便性

及び防災機能の向上を

図る。 

甲は、圏域の道路及び

河川に関し、必要な協

議及び関係機関への要

望に努め、整備の推進

を図る。 

乙は、甲と連携して、

圏域の道路及び河川に

関し、必要な協議及び

関係機関への要望に努

め、整備の推進を図る。 

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
強
化
に
関
す
る
分
野 

共
存
協
働 

ボランティ

ア活動等の

支援体制の

構築 

情報の一元化、団体交

流会等を通し、ボラン

ティア活動等の活性化

及びボランティア活動

団体間の相互交流を図

る。 

甲は、乙と連携して、

市民ボランティア活動

情報サイトを管理運営

し、及びイベント等を

開催する。 

乙は、甲と連携して、

市民ボランティア活動

情報サイトを管理運営

し、及びイベント等を

開催する。 

そ
の
他 

職員合同研

修会の開催 

合同で研修会を開催す

ることにより、新たな

行政課題に対して広域

的な視点で対応できる

人材の育成を図る。 

甲は、乙と連携し、職

員合同研修会を開催す

る。 

乙は、職員合同研修会

の開催に協力する。 

共同調達の

推進 

圏域内における備品等

を共同で調達すること

により、自治体事務の

効率化やコストの削減

を図る。 

甲は、乙と連携して、

各種分野における共同

調達について、効果的

な取組を研究し、推進

する。 

乙は、甲と連携して、

各種分野における共同

調達について、効果的

な取組を研究し、推進

する。 

 


